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第一章 はじめに
近年、社会学分野のみならず、法学分野においても、環境リスク並びに
食品リスク対策に関する話題は絶えずに議論されている。食品の例をとれ
ば、日本国内では、BSE（狂牛病）発生後、一定範囲「食」の安全性を確
保できるような行政組織上（食品安全委員会）の整備はされたものの、
我々市民は、本当に安心して、さらに行政を信頼して食品の購入等ができ
るか、更に「安全」であると思うことができるかが、問われる時代であ
る。
本稿の目的は、既存の規制のあり方（警察規制）に対して問題を指摘し
ながら、手続重視、民主主義観点を強調しながら今日のリスク社会におけ
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る規制のあり方として、絶対安全ではなく、環境リスク・食品リスク分野
における法的管理・介入の手続的な過程を重視することを前提に、「リス
ク社会」における立法のあり方を検討し、具体的な立法手法（立法形式）
を提案することにある。
また、本稿の問題意識は、リスク社会といわれている、今日の時代に見
合った規制の要請に「リスク規制」という新しい概念を用いる場面を指摘
しながら、社会システムの管理手段を考慮しつつ、法学レベルでの体系化
は如何なる局面において必要であるかを前提に憲法上の生存権を実現でき
る「リスク規制」の立法論（手法・方法・形式）についての分析を行いた
い、というところにある。
上記のような認識に立ち、以下のような前提で分析を行う。すなわち、
「立法を行うためには、社会の現実を的確に分析し、必要とされる政策目
的を定め、その目的を実現するために最も適した法的手法を選択または創
設し、それを、既存の法体系との整合性を考慮しながら、立法者意思を正
確に伝えうる文章表現を伴った法律案としてとりまとめ、民主的な手法の
中で、関係者の利益を適正に調整しながら、これを成立させ、さらに、そ
の施行後に適用の効果を測定して必要に応じて補正を行うという複雑で高
度な作業を行わなければならないので
(１)
ある」。
そして、本稿の構成は、まず、リスク社会における多様な立法形式の必
要性や問題意識を整理し、リスク社会の立法形式を提案する。また、従来
の規制のあり方、現代のリスク社会の理解、リスク行政、更には、リスク
概念について若干の検討を行う（第二章）。そして、リスク社会のリスク
規制の法原理・原則について検討する（第三章では、合理性原理、配慮原
理、時代性原則、説明責任原則、適正手続の法理、実質的法治主義の原理）。更
に、その諸原理・原則を踏まえて、リスク社会において要求される立法形
式、つまり「リスク規制」の立法論（手法・方法・形式）について分析を
(１) 大森政輔＝鎌田薫編『立法学講義』（商事法務、2007年?初版第２刷>）４頁参
照。
早法85巻３号（2010）1162
行う（第四章）。最後には、リスク規制に基づく立法手法の残された課題
や分析した立法形式の実現可能性について言及し、総括する（第五章）。
第二章 リスク社会における規制概念
リスク行政とは、蓋然性の低い状況においてリスク決定をしなければな
らない時に重要な解決（介入）作用をなす行政作用のことである。リスク
行政という語は、行政作用の形式による伝統的な侵害行政に対する特殊性
を表現する際に用いる場合に使用する。このような意味において、リスク
決定というのは、複雑な状態において重大な状況を解決する手法で
(２)
ある。
そして、行政によるリスク決定は、複雑であるがゆえに判断する行政の
意思表示であり、不確実性を有する状態の中、判断しなければならない行
政の意思決定で
(３)
ある。
そもそもリスク概念は、環境科学、経済学、公衆衛生学、（食品などの）
安全性の
(４)
科学、原子力工学など様々な分野において様々の意味及び文脈で
用いられている。また、リスクに対する法的規制手法の類型は複雑である
ため、その判断は、非常に難しい状況に陥る場合が多々ある。すなわち、
(２) リスク行政に関し体系的に理論展開を議論する、下山憲治『リスク行政の法的
構造』（敬文堂、2007年）参照。また、ドイツの状況に関しては、戸部真澄『不確
実性の法的制御―ドイツ環境行政法からの考察』（信山社、2009年）を参照された
い。そして、岡田正則「災害・リスク対策の法制の現状と課題」『特集 災害・リ
スク対策の法的課題』（法律時報 2009年81巻９号）４～７頁参照。論文としては、
拙稿「リスク規制における法解釈論」（『立正法学論集』第42巻１号、2008年）
39～74頁参照。拙稿「行政法学における『リスク介入』と『法律留保論』に関する
一考察」（『早稲田法学』第81巻３号、2006年）165～189頁を参照されたい。
(３) 城山英明「リスク評価・管理と法システム」『法の再構築Ⅲ―科学技術の発展
と法』（東京大学出版会、2007年）100～101頁参照。右論文は、不確実性への対応
として、手続的・組織的対応を強調する。
(４) 村上陽一郎『安全学』（青土社、1999年）参照。法律学の視点からは、特に、
１（安全学の可能性）・５（安全概念の基礎づけ）・６（安全を個人の権利と考え
る）・７（社会の安全とは何か）・10（安全と危害）章が有益である。
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不確実な条件下においても、科学技術的に考えうる範囲内で原因を想定し
何らかの法的コントロールを及ぼすかどうかの意思決定をしなければなら
ないという状態（いわゆるリスク規制の発動が検討されるべき事態）のもと
で判断しなければならない。更に、今後、特にリスク（環境・食品分野）
に対し、行政（意思）決定過程の手続化への変遷にも注目したい。
現代的なリスクは、伝統的なリスク（危険＝警察規制）のように社会の
外部の要因からではなく、社会自体が生み出したリスクである。すなわ
ち、問題を含み、何らかの手法を持ち、リスクを低下させるために新たな
リスクを生み出すこともある。要するに、伝統的警察概念に基づく従来の
規制では、私人の自由な活動を国家の法定立によって一般的に禁止した
後、私人による個別の許可申請が一定要件を満たしているとみられる場合
には、許可行政庁はその禁止を解除（＝許可）しなければならないことに
(５)
なる。ところが、一旦行政庁によって許可が与えられてしまった場合に
は、当該許可事業に対して、行政庁が制裁措置を含む新たな権限を行使し
たり、また第三者たる私人が自己の権利侵害を主張して事業の遂行を制約
することが難しくなってしまう。
更に、リスク社会の
(６)
特徴は、危険社会における政策評価や法規範に対す
る評価が、特に技術的発達に係わりを持ち、健康、環境に関する作用に良
く見出される。すなわち、国家のインフラ構築に関する給付能力の増加を
伴う領域での安全性に関する基本権などを考慮しなければならない領域に
見出されることが多い。
本章においては、警察規制、積極規制（積極行政）、リスク社会におけ
る規制の性質、リスク社会の法解釈（立法基準）について検討する。ま
ず、警察規制について分析する。
(５) リスク社会の本質については、四方光「現代のリスク本質と社会安全政策」日
本法社会学会編『リスクと法』（有斐閣、2008年）５～21頁参照。
(６) 島田明夫「環境リスク管理と環境政策における課題に関する考察」日本法社会
学会編『リスクと法』（有斐閣、2008年）22～23頁参照。
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(1）警察規制
警察規制とは、危険の除去・安全の保護といった消極目的を主眼とする
経済的自由権の規制をいう。これを消極目的規制ともいう。警察規制は、
国民の生命・健康を守るための規制と解するのが多数説であるが、この場
合には当該規制が回避しようとするネガティブな結果が明確であり、当該
ネガティブな結果を避けるための規制については、それが過剰なものでな
いかを判断することが裁判所によっても可能であることから、裁判所が立
法府等の判断について、その合憲性を比較的厳しく審査することが認めら
れるという
(７)
理論である。
また、警察規制の対象である危険は、「見通しうる将来、損害が発生す
るであろう十分な蓋然性がある
(８)
事態」をいう。一方で、リスク（Risiko）
とは、問題が複雑すぎて因果関係の把握が困難であり、したがって、危険
の評価が明らかにできないというケースにおける危険性である。基本的な
部分については、このような考え方で共通するリスクの概念は、実際には
環境科学、経済学、経営工学、公衆衛生学、（食品などの）安全性の科学、
原子力工学などの分野において様々な意味および文脈で用いられており、
したがって、極めて多様な概念であると言える。
(2）積極規制（積極行政）
積極規制とは、社会政策的に弱者・少数者等を保護するなどの積極目的
を主眼とする経済的自由権の規制をいう。積極規制の場合には、図るべき
積極目的の達成手段は必ずしも一義的に限定されるものではないため、当
該手段を用いることが妥当かどうかの判断は裁判所がその責任を負うより
も、立法府等の政策的判断を尊重することとし、多様な規制手法を用いる
(７) この意味は、結果的に違憲判決が導かれる可能性が相対的に高まるか否かに関
する議論である。
(８) 桑原勇進「危険概念の考察」碓井光明、小早川光郎、水野忠恒、中里実編『公
法学の法と政策 下《金子宏先生古稀祝賀論文集》』（有斐閣 、2000年）651頁参照。
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ことで行政目的を達成する（情報的手法、計画的手法、自主的手法等）。
つまり「確実な安全確保」から「リスク安全確保」への転換といった議
論の前提として検討すべき「警察介入」の背景（揺らぎ）について触れる
と、一般的な国家介入についていえば、19世紀までの理念的にはその介入
の中心を警察介入として限界付け、消極的な介入を原則としようとする考
え方が一貫して存在して
(９)
いた。
しかし、20世紀以後は、積極性（現代、戦後の先進諸国の憲法）を強調す
ることによって生存権（社会権）を重視する理論構成に意を用いてきた沿
革がある。したがって、従来の警察概念に基づく消極的な介入手法を超え
て、新たな「危険社会・リスク社会」に対応した新たな積極的な介入手法
が現在要求されつつあるという認識にたった上で行政を運用すべきである
と思われる。
(3）リスク社会における規制の性質
リスク行政の不確実性を克服する手段として、民主主義の観点と法治主
義の観点から若干の検討を要する。既述のように、リスク行政は、不確実
な状況において、市民の安全確保を最優先して適切な判断をしなければな
らない責任を負っている。とりわけ、リスク評価（判断）が蓋然性の低い
状況においてリスク決定（介入、規制、誘導という形で現れる。）をしなけ
ればならない時に重要な解決作用であるとするならば、限定された状況の
下、最も適切な判断をするためには、民主主義の理念に基づく配慮が必要
になってくる。
例えば、大型施設の許可・認可の際に、近年、環境保全手段として用い
る環境影響評価がある。また、効果的かつ効率的な事業であるかを、財政
的な側面からも当然検討すべきであり、更に、ある事業の必要性の観点か
ら費用便益分析を行う（後述）。その他、リスク評価に基づく行政判断
(９) 拙稿「食品安全行政における規制手法の再考―BSE（いわゆる狂牛病）事件
を素材とした考察―」（『早稲田大学大学院法研論集』第106号、2003年）21頁参照。
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（活動）は、手続的な側面を重視し、市民の参加や事前配慮を取り入れて
運用すべきであると思われる。
そして、リスク決定は複雑な状態において重大な状況を解決する手法で
あるが故に、法治主義を保持する必要が以前より強く求めら
(10)
れる。現代の
法治主義は、言うまでもなく、法の形式だけではなく、内容上の正当性が
追求されねばならず、法律体系が憲法や人権、慣習や社会道徳などに適っ
ているかどうかが問題と
(11)
なる。実質的に法治国家（実質的法治国家）であ
るかどうかは、制度の側面および現実の政治や法実践の側面において確か
め
(12)
うる。この意味は、法律は、憲法に適合するように作られ、解釈されな
ければならないことを
(13)
いう。
しかし、形式的な法治国家の意味においても、現在の国家のほとんどは
「法治国家」である。要するに、国王や君主や権力者（独裁者）が統治す
る国家であっても、その権力が法律によって制限されている場合は、法治
国家に当てはまる。
また、一部の権力者が自由に法律を制定したり改正できる国家も、形式
的に政府や権力者が法律に拘束されているならば、法治国家の定義に当て
はまる。勿論、形式的な法治国家の意味は、今日においても必要な場合は
あるが、その他、リスク社会において用いるべき作用として侵害の程度の
視点からは多少問題を含んでいる。リスク社会において強調される国家作
用による基本権侵害を限定する手法としての「比例
(14)
原則」は、目的・手段
(10) リスク規制（介入）と法律留保論に関する分析については、拙稿「行政法学に
おける『リスク介入』と『法律留保論』に関する一考察」前掲注（２）165～189頁
参照。
(11) 芝池義一『行政法総論講義〔第4版補訂版〕』（有斐閣、2006年）43～52頁参照。
人権と救済観点から法治主義を強調する。
(12) 法治主義（法律による行政の原理）について、塩野宏『行政法Ⅰ〔第５版〕』
（有斐閣、2009年）68～71頁参照。宇賀克也『行政法概論Ⅰ〔第３版〕』（有斐閣、
2009年）27頁参照。
(13) 阿部泰隆『行政法解釈学Ⅰ』（有斐閣、2008年）92頁参照。
(14) 科学的不確実な問題について比例原則を適用する際には、大きな困難に直面す
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関係の実質的な正当性を要求するので、実質的法治国家の立場でしか説明
できない場合が多いと思われる。
そして、リスク社会における法治主義の観点からは、憲法上の保障する
基本権保持や積極的行政による問題解決のために、行政の職権探知（積極
行政を意味する。後述）や行政裁量による利益考慮を図る必要性が求めら
れていると思われる。
以下、リスク行政おける不確実性を克服する手段を民主主義の観点と法
治主義の観点から整理する。
１）民主主義の観点
①環境影響評価
環境影響評価（環境アセスメント）は、大型工事に対し、環境配慮をチ
ェックする作用である。調査、予測、評価の項目（環境要素）は、環境影
響評価法施行前は公害（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤
沈下、悪臭など）および自然環境の保全（地形、地質、植物、動物、景観お
よび野外レクリエーション地など）について網羅的に行われていたが、環境
影響評価法施行後は、「環境の自然的構成要素の良好な状態の保持」（従来
の公害項目と地形・地質など）、「生物の多様性の確保及び自然環境の体系的
保全」（植物、動物および生態系）、「人と自然との豊かな触れ合い」（景観お
よび触れ合い活動の場）、「環境への負荷」（廃棄物、温室効果ガスなど）の中
から対象事業の性質に応じて適切な要素を選ぶ手続（スコーピング）を踏
んで行われる。
更に、自治体中心に、環境影響評価は、事業実施直前の段階でその手続
ると思われるが、ある許認可によって環境・食品のリスクに関する危険・リスクの
配分を行う必要性があるという観点からすれば、理論的には、その適用を否定する
ものではないと思われる。大塚直「未然防止原則、予防原則・予防的アプローチ
（６）―今後の課題（２）」『法学教室』（No. 290、2004年）87頁参照。また、拙稿
「リスク規制における法解釈論」前掲注（２）64～66頁参照。
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が進められ、これを「事業アセスメント」と呼ばれるのに対して、政策決
定段階や事業の適地選定などの構想段階で行われる環境影響評価が戦略的
環境アセスメント（SEA）として実施されていることに注目されたい。
②財政考慮型評価
財政的な側面を考慮することは、政策的・行政的なレベルを踏まえて、
行政サービスの評価・改善、グローバル化・リスク管理のためにも不可欠
である。
近年、官のスリム化、民営化、市場化テスト、効率化の一方で、民によ
る過度な官依存を改め、官民ともにリスクを自ら受け止め積極的に管理す
る社会システムの構築にも注目されたい。それらの制度の狙いは、財源を
効果的に運用することにある。その背景には、行財政が全体として抱える
重要な課題として、「リスク回避型から管理型」への転換がある。
特に、このような財政政策展開の本質は、「負担・責任の転嫁と利益誘
導」であり、行政に対する評価・責任の明確化と機会均等の実現にある。
この意味からこれまでと同様に行財政改革の目的は、「社会全体のリスク
配分の現状を明らかにし、その再構築を図ること」を目的としていること
を意味する。要するに、リスク社会における財源の運用は、リスク管理型
への変化を表し、財源の効率的な実施が求められるのである。
③費用便益評価
費用便益分析（Cost-Benefit
(15)
Analysis）とは、投入する費用と得られる
便益を測定、対比してどの方法が最も効率的であるかについての意思決定
を行う際に用いる分析手法である。この分析は効率的な意思決定が可能に
なる方法として経済学で発展してきた。
(15) 拙稿「リスク（安全）行政における政策管理手法についての一考察―自主規制
および経済的規制手法の分析を中心に―」（『早稲田法学』第79巻４号、2004年）
208～210参照。
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しかし、CBA は、生命の価値を CBA によって評価することが妥当で
あるかどうかについて議論されなければならない。ここで問題は、このよ
うな手法を選択する際に費用と便益が不平等に「配分」されていることで
ある。
更に、政府が公共事業を実施する前に、できる限り客観的な費用効果分
析ないし費用便益分析を行い、その結果を公表することにより、公共事業
の決定過程の透明化及び評価の適正化を図ることになるため、この手法は
画期的な手法で
(16)
あると評価できる。
④行政計画の市民参加
例えば、河川法は、河川整備計画の規定を設けている。同法第16条の２
は、「河川管理者は、河川整備基本方針に沿って計画的に河川の整備を実
施すべき区間について、当該河川の整備に関する計画を定めておかなけれ
ばならない」と定めるので、河川整備計画策定手続が実施されることにな
る。
また、土壌汚染対策法では、土壌汚染対策手法としてリスクコミュニケ
ーションが以下のように講じられている。すなわち、①化学物質全般に対
する有害性と排出・廃棄量の情報、②焼却炉から排出されるダイオキシン
類による環境リスク、③環境ホルモン物質の有毒性や排出量の情報、④産
業廃棄物処分場における汚染の実態と環境リスク、⑤土壌・地下水汚染に
よる環境リスクなどが掲げられるが、これはそれらのリスクを管理する趣
旨で取り入れら
(17)
れた。
これらの市民参加には、リスクに対する情報交換やコミュニケーション
という重要
(18)
な点が含まれていることを看過してはならない。現代のリスク
(16) 阿部泰隆「公共事業評価の法システム」『自治研究』第74巻第10号11頁参照。
(17) 高橋滋「土壌汚染対策法の論点」ジュリストNo. 1233（2002年）７～９頁参
照。
(18) リスクコミュニケーションは、リスクを科学的に洗い出し、そのリスクを軽
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コミュニケーションの背景には、民主主義的考え方、知る権利、アカウン
タビリティ、インフォームドコンセント、情報公開等の台頭がある。ま
た、ルーマンは、コミュニケーションを、情報、伝達、理解という三要素
の選択過程を互いに結合するものであると述べて
(19)
いる。
⑤事前
(20)
配慮
食品リスクの場合、未然の予防的措置として、許可有効期間を比較的短
期間にする附款を附し、リスクを統制するという規制手法が考えられる。
ここでも重要なのは、裁量権の濫用をどう統制しうるかであるが、これは
実体法的・組織法的・手続法的統制のもとで裁量権を行使させることで、
行うべきものである。
また、1980年以降の支配的な見解は、事前配慮形態を「危険予防」、「リ
スク事前配慮」、「残存リスク」の三つに分割して理解すべきであるとし、
このことが明確に支持されて
(21)
いる。さらにリスク安全予防の観点から、リ
スク規制対象の境界の線引き作業が必要となる。すなわち、耐容可能なリ
スク、許容不可能なリスク、許容可能なリスクの三つに分ける必要が
(22)
ある。
更に、事前配慮は、人の健康、環境に対する深刻かつ不可逆なリスクが
あると予想される場合は、因果関係について十分な科学的確実性がなくと
減、回避、未然防止するためにも役立つものであり、戦略的にリスク管理体を構築
することが可能となる。
(19) ゲオルク・クニール（著）、アルミン・ナセヒ（著）、舘野受男ほか『ルーマン
社会システム理論－「知」の扉をひらく－』（新泉社、1995年）95頁参照。
(20) 拙稿「行政法学における附款の限界と機能論の一考察（２・完）」『早稲田大学
大学院法研論集』105号（2003年）25頁参照。
(21) 首藤重幸「ドイツ原子力法における原子力発電所の認可と拒否裁量」佐藤英
善・首藤重幸編『行政法と租税法の課題と展望 新井隆一先生古稀記念』（成文堂、
2000年）200頁参照。
(22) 岡敏弘「リスク便益分析（第三章）」『環境政策論』（岩波書店、1999年）51頁、
「図３-１」を参照されたい。
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も完全な科学的証拠がそろうのを待たずに費用対効果を考慮した上で事前
に予防的措置を取ることを求めるリスク管理の方策の一つである（Rio
 
Declaration on Environment and Development 1992）。予防原則は、食品リ
スク、環境リスク分野、化学物質の安全管理など非常に幅広い分野におい
て適用され得る考え方である。
次は、法治主義の観点から整理する。
２）法治主義の観点
①法治国家
(23)
原則
法治行政の原則は、行政が国民の権利義務を制限する作用を営む場合に
は、必ず国民代表議会の制定した法律に従うべきことを要求する。法律に
よる行政の原理は、元来19世紀のドイツで生まれたものであって、とくに
18・19世紀に登場した自由主義思想の統治原理あるいは公法原理への反映
として、いわゆる市民的法治国家において主張されるようになった
(24)
経緯が
あり、それが日本にも導入された。そもそも「法律による行政の原理」と
いう言葉は、ドイツ語の Prinzip der gesetzma?ßigen Verwaltung の訳語
であり、この原理が法技術として確立していることが、法治国家成立の必
須要件であ
(25)
った。
この言葉は「法律に適合する行政の原則」であると認識され、法律適合
性の原則ともいわれている。この原則は、当初は法律が存在する場合には
それに反してならないという程度の制約として認識された。このような意
味では、当初のこの原則の理解は立法事項説に該当するに過ぎなかったの
であった。
そして、既述のように、リスク社会において強調される国家作用による
(23) 藤田宙靖「法治主義と現代行政―いわゆる『違法性の相対化』論と『法律によ
る行政の原理』」『行政法の基礎理論 上巻』（有斐閣、2005年）224～252頁参照。
(24) 佐藤英善『経済行政法』（成文堂、1990年）69頁参照。
(25) 原田尚彦『行政法要論』（学陽書房、2008年）81～86頁参照。
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基本権侵害を限定する手法として法治主義の原理（比例原則、平等原則）
は、目的・手段関係の実質的な正当性を要求するので、実質的法治国家の
立場でしか説明できない場合が多いと思われる。
②基本権
(26)
保障
?リスク概念」に基づく規制のあり方のベースにある基本権が、生存権
であることに異論はないが、リスク社会の認識を基礎にすれば、警察概念
に基づく「生存権」認識よりも「積極的」な生存権概念、すなわち「実質
的生存権」という表現をもつものを基礎にすべきで
(27)
ある。
この意味は、食品に起因する衛生上の危害の発生の防止を目的として行
政庁がさらに「積極的」に行政的規制等の権限を行使することができる点
に鑑み、食品製造等にかかる行政的規制に際しては、食品に起因する事故
を防止するという目的の達成のため、徹底的な安全性が要求され、安全性
に対し些かでも疑問のある食品は規制する、いわば「疑わしきは規制す
る」との原則が妥当するものと解すべきであ
(28)
ろう。
例えば、チクロ食品添加物指定撤回事件では、自由権的基本権と生存権
的基本権を区別し、後者の権利のための法遂行について社会生活・経済生
活に対しての行政の積極的配慮が必要であるとの指摘がなされ、行政責任
に新たな側面を加えた。すなわち、行政権限の「警察権の積極性」の側面
の承認に関する素材になり得ると言えよう（予防的措置肯定）。
③職権探
(29)
知型
近時の行政不服審査法の積極化を図る改正や行政事件訴訟法において、
(26) チクロ食品添加物指定撤回事件（東京地裁昭和52年６月27日）参照。判例時報
854号30頁、判例タイムズ349号168頁参照。
(27) 拙稿「リスク規制における法解釈論」前掲注（２）43頁参照。
(28) 拙稿「リスク規制における法解釈論」前掲注（２）44頁参照。
(29) 例えば、消費者保護行政については、一般警察行政から切り離し、国民個人の
生命・身体・健康保護のため積極行政と捉えようとする考え方である。
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処分の名宛人以外の者の権利保護を強調する議論の性格（原告
(30)
適格）をも
つことにも現れている。その他、市民の権利救済のなかでも、社会政策的
規制が要求される食品安全、医療品の安全、消費者保護、公害（環境）分
野等において第三者保護が強調される分野であり、ここでの第三者保護こ
そが「公益性」という意味であると考えることができよう。
上記のような意味で、職権探知は、行政側のものを指すこともできれ
ば、市民の権利救済という観点から裁判所の積極的な審理の対象（改正さ
れた行政事件訴
(31)
訟法）や方法もそれに入る。
すなわち、今日までは、食品安全、医療品の安全、消費者保護、公害
（環境）等の分野では行政介入を主として警察規制の性格をもつものとし
て実定法が制定されてきたが、各々の目的や内容、要件は正当であるとし
ても、それだけでは現実に必要とされる多様な状況を理論化し、体系化す
ることは困難であり、さらに包括しきれないという限界を有する。それゆ
えに、第三者保護という「公益性」に着目した「リスク規制」的な介入が
重要となっていると思われる。
(30) 1960年代（公害訴訟）から法的に保護すべき者の範囲は、学説上、行政庁、申
請者、第三者（法律上の利益を有する者）以外に「公益性」の維持のために、消費
者、一般国民までをも権利関係者として広げる動向がある。法の保護する利益説か
ら保護に値する利益説に拡大しつつあるものの、判例上では、未だ限定的に解釈さ
れているところである。ここで議論されている環境・消費者保護といった領域にお
ける行政処分につき、自己の権利を主張できる「権利者」を掲げるならば、保護に
値する第三者、公益性を求める者としての消費者などである。このような場合の三
極関係に注目すべきである。判例の動向としては、新潟空港事件（最高裁・平成１
年２月17日）、もんじゅ事件（最高裁・平成４年９月22日）、開発許可処分取消事件
（平成９年１月28日）が法の保護する利益説を維持しながら、原告適格を拡大解釈
した。これらの判例で問題とされているのは環境リスクに対する国民一般の利益で
ある。
(31) 特に、義務付け訴訟、差止訴訟が法定化されたことの意義は大きいと思われ
る。
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④行政裁量の側面（効率性・迅速性担保型裁量）
積極行政の必要な場面を想定する。例えば、BSE事件のように、国民
（市民）に対する被害の深刻さを考慮した上で、警察的規制では対象とな
らないリスクの領域において、あえて行政的規制を行うことが要請される
場合、身体・生命に対する「安全性」確保が要求されると解される。
また、生命・健康に対する弊害除去を目的とするのであれば、「生命・
健康に対する侵害は一旦侵害が発生すれば取り返しのつかないような回復
困難性を有することから、事前規制型が望ましいだろうし、そして実質的
規制型の許可制などが採用されることとなるであろうし、しからざる場合
あるいは侵害が軽微か事後的規制で十分対応しうる場合には、それにふさ
わしい届出などで対応で
(32)
きる」とはいえ、「リスク」介入的性質あるいは
積極的な措置を取らないまま、行政の信頼が問題となった事例が多く見ら
れる。
前述した「チクロ食品添加物指定撤回事件」のように、厚生大臣（現在
厚生労働大臣）が行った旧食品衛生法６条の食品添加物としての指定取消
によって業者の保有する化学的合成品等が値下りし、あるいは販売不能と
なったとしても、それはその商品自体に内在する社会的制約から招来され
る事態であって、特定の業者がその保有する商品を社会公共の利益のため
に低廉もしくは無償で提供するといつた特別の犠牲に供された場合とは異
なるものであり、また、食品添加物を取扱う業者は、指定の取消について
の不可予測性も企業活動一般に伴う危険として覚悟し、受忍すべきもので
ある、とされことを裏返し解釈すれば国民の利益につながると思われる。
(4）リスク社会の法解釈（立法基準）
憲法上の議論の一つである、法の定め方に関する条件プログラム的構成
と目的プログラム的構成をめぐる従来の議論を、今一度リスク社会という
(32) 佐藤英善『経済行政法』前掲注（24）457～458頁参照。
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状況の中で再検討してみる必要がある。リスク介入（規制）の法解釈論と
しては、憲法の視点に立ち、規制構造の視点から検討されなければなら
(33)
ない。
従来の法律は要件と効果を規定するタイプの条件プログラム的構成で作
られてきており、これは過去志向的あるいは権力志向的な要素を有するも
のとして説明されてきた。この条件プログラムは、行政の決定様式からい
えば、法の機械的執行型であるといえる。このような規定構造は法解釈に
も大きな影響を与えてきた。
それに対し、計画法などに典型的に見られるように、行政目的のみを明
示し、それを実現する手法については多様な選択を認めるというタイプの
規定構造をもつ目的プログラム的構成で制定（改正も含む。）する場合があ
る。
この目的プログラム的構造の法は、将来志向的な性質を持ち、法律の実
現のため法の目的や関連法規等を考慮することにその狙いがあるといえ
る。しかし、短所は、行政決定に対する正当性・結果責任が生ずることが
看過されがちになるというところにある。
よって、リスク社会における規制制定時には、条件プログラムを活用す
ると同時に、つまり予測可能な法分野においては、適合的なものであるこ
とを活かし、予測不可能な法領域においては、目的プログラムとの融合が
望ましいのではないかと考えら
(34)
れる。
第三章 リスク規制の法原理・原則
前章では、従来の規制のあり方、現代のリスク社会の理解、リスク行
政、更には、リスク概念について若干の検討を行った。それを踏まえて、
本章は、合理性原理、配慮原理、時代性原則、説明責任原則、適正手続の
(33) 拙稿「リスク規制における法解釈論」前掲注（２）41頁参照。
(34) 拙稿「リスク規制における法解釈論」前掲注（２）42頁参照。
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法理、実質的法治主義の原理のようなリスク社会のリスク規制の法原理・
原則を検討する。以下、順に検討する。
(1) 合理性原理
違憲審査基準の際に用いられることが多いが、リスク規制を立案する時
や規範具体化の標準化を図るために活用できると思われる。この合理性原
理は、憲法レベルのものである。まず、合理性の基準とは、法律の目的・
手段が著しく不合理でない限り合憲とする基準である。経済的自由権や社
会権に積極目的規制がされる場合に適用されることが多い。
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原理を用いた判例を簡単に説明する。薬事法距離制限違憲最高裁判所判決
においてはじめて述べられ、経済的自由に対して採用され、その基準は
「厳格な合理性の基準」と呼ばれるようになった。
その判断基準は、営業の自由と適正配置規制において、薬局の開設等の
許可基準の一つとして地域的制限を定めた薬事法６条２項・４項（これら
を準用する同法26条２項）は、不良医薬品の供給の防止等の目的のために
必要かつ合理的な規制を定めたものということができないから、憲法22条
１項に違反し、無効であるとした薬局距離制限事件の最高裁
(35)
判決では、そ
の合理性原則を「社会政策ないしは経済政策上の積極的な目的のための措
置ではなく、自由な職業活動が社会公共に対してもたらす弊害を防止する
ための消極的、警察的措置である場合には、許可制に比べて職業の自由に
(35) 最高裁判所判決昭和43年（行ツ）第120号、民集29巻４号572頁、判例時報777
号８頁参照。石川健治「薬局開設の距離制限」『憲法判例百選〔１〕?第５版>〔別冊
ジュリスト186〕』（有斐閣、2007年）206～207頁参照。また、今関源成「営業の自
由と適正配置規制―薬局距離制限事件（昭和50．４．30最高大判）」上田勝美（編）
『ゼミナール憲法判例?増補版>』（法律文化社、1994年）192～197頁参照。
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対するよりゆるやかな制限である職業活動の内容及び態様に対する規制に
よっては、…目的を十分に達成することができないと認められることを要
する」と述べられている。
(2) 配慮原理
配慮原理は、公法領域では、生活配慮、成長配慮のようなもので、法
令、条例レベルで様々な用語によって言い表わされている。環境配慮、安
全配慮、食品安全配慮、地域安心配慮などがその例である。例えば、循環
型社会形成推進基本法の個別法の一つとして国等による環境物品等の調達
の推進等に関する法律（グリーン購入法）等が
(36)
制定されている。
(36) ?安心と安全というキーワードで」現在の実体法令を検索すると多くの分野に
渡って法定化されたことが分かる。勿論原子力分野、自治体で制定される災害等に
関する条例をすべてカバーするものではない。公共サービス基本法、消費者庁組織
令、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法
人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律、食品安全基
本法、食品の安全性の確保のための農林水産省関係法律の整備等に関する法律、食
品安全委員会令、食品安全委員会令第一条第一項の内閣府令で定めるときを定める
内閣府令、食品安全委員会事務局組織規則、牛海綿状脳症対策特別措置法、内閣府
本府組織令、内閣府設置法、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律、薬
事法、麻薬及び向精神薬取締法、と畜場法、農薬取締法、地方自治法、食品衛生
法、消費者庁及び消費者委員会設置法、消費者安全法、青少年が安全に安心してイ
ンターネットを利用できる環境の整備等に関する法律に基づくフィルタリング推進
業務を行う者の登録等に関する省令、特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第
Ⅸ因子製剤による C型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支給に関する特
別措置法、宇宙基本法、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境
の整備等に関する法律、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境
の整備等に関する法律施行令、インターネット青少年有害情報対策・環境整備推進
会議令、軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準、地理空間情報活用推進基本
法、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律、簡
素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律、指定地域密着型
サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準、障害者自立支援法に基づく指
定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準、障害者自立支援
法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準、食育基本、犯罪被
害者等基本法、少子化社会対策基本法、国土交通省組織規則、高度情報通信ネット
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環境分野で考えれば、環境配慮は、環境基本法に掲げられた環境政策の
基本理念を具体化していくための方針となる。例えば、廃棄物
(37)
問題や自動
車環境問題など地域的な問題から、地球温暖化や生物多様性の喪失、化学
物質問題など空間的、時間的広がりを持つ問題にまで拡大し、深刻化して
いるなか、
(38)
政府は、このような問題を解決し、持続可能な社会を構築する
ため、環境省を中心に、環境政策の基本的な方向と取組の枠組みを明らか
にすることになる。
また、環境基本法には、現在及び将来の世代の環境の享受（環境基本法
３条）の規定もあれば、経済発展とのバランスを維持しながら環境を保全
し、効果的な環境維持を実現することを目的とする持続可能な発展 (Sus-
tainable Development)(環境基本法４条）、国際的協調 (環境基本法５条)に関
する規定、環境基本原則である汚染者負担原則 (Polluter Pays
(39)
Principle）、
ワーク社会形成基本法、内閣府本府組織令、国土交通省組織令、内閣府設置法、指
定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準、介護老人保健施設の
人員、施設及び設備並びに運営に関する基準、特別養護老人ホームの設備及び運営
に関する基準、財政構造改革の推進に関する特別措置法、高齢社会対策基本法、暴
力団員による不当な行為の防止等に関する法律、電気通信事業法施行規則、養護老
人ホームの設備及び運営に関する基準、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律施行令、国土形成計画法が検索された。
(37) 環境配慮としての判例（産業廃棄物処理施設設置不許可処分取消請求控訴事
件）を紹介する。行政事件裁判例集48巻10号753頁、判例時報1659号45頁参照。廃
棄物の処理及び清掃に関する法律15条２項所定の要件を満たす産業廃棄物処理施設
の設置許可申請に対して、知事が生活環境の保全の必要性を理由としてなした不許
可処分が、当該許可が覊束裁量であり、緊急避難の法理の借用を許すような事情が
存在しないこと、その後の法改正の経緯を見ても知事に裁量権が付与されたとは認
められないこと、申請者が市との公害防止協定を締結したこと、住民同意等を求め
る行政指導に従わなかったことに権利濫用が認められないこと等を理由に、違法と
された事例である。環境配慮すべきところにおいては、裁量を認めず（覊束裁量）
住民の権利を優先すべきであるとした。
(38) 日本政府は、「環境基本計画―環境の世紀への道しるべ―」を平成12年12月22
日に閣議決定して具体的に運用している。
(39) 汚染者負担原則はOECD（経済開発協力機構）の1972年の理事会勧告のなか
にある。その内容は、環境を汚染するものは、自らの責任で汚染防除対策を講じ、
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予防原則（Precautionary Principle）などに関する規定がある。
しかし、今日従来の警察概念から説明しきれない積極的な行政介入の場
面では、対応できない問題が指摘されている。つまり社会に発生する各種
の弊害を除去するという行政法学における従来の警察概念は、数々の国家
作用または行政作用の一つに過ぎず、それは単なる学問上の抽象的な説明
の域を出なか
(40)
った。すなわち、行政が危険防除措置を講じるための中核的
要件たる危険とは、個々のケースにおいてある行為またはある状態がその
まま推移すればかなりの蓋然性をもって、警察上の保護法益に対する損害
をもたらすことが客観的に予期しうる事実状況をいう。このような危険の
定義を前提にしてそれに対する防御行政行動を「警察」として把握し、行
政行動の範囲をこの警察行動の範囲に限定させようとする従来の行政法学
の警察
(41)
概念は、国家の権力行政の範囲を限定させようとする自由主義的意
義を有している点でその歴史的意義は評価し得る。
特に、環境に対する危険を例にとれば、その保護法益が一旦損なわれる
と不可逆的性格を有する、生命、健康、生態系等である。また、リスク発
生の際の行為主体と被害者との情報の非対称性は深刻である。規制手法の
前提としての警察概念は、ここに問題が生じることに
(42)
なる。現在において
は、危険発生の蓋然性が顕在化する前に総合的・包括的に対策をとること
が求められる。いわゆる、リスクの特有性に即応した制度の構築が求めら
その費用も自ら負担することである。環境基本法では汚染を生じさせた原因を作り
出した事業者に浄化費用の費用負担を課すとしている（原因者負担、環境基本法37
条）。要するに、日本の原因者負担原則は、環境復元費用のようなものまで事業者
に負担させることを目的としている。
(40) 警察概念の限界については、拙稿「リスク（安全）行政における政策管理手法
についての一考察―自主規制および経済的規制手法の分析を中心に―」（『早稲田法
学』第79巻４号、2004年）97～201参照。
(41) 野口貴公美＝幸田雅治『安全・安心の行政法学―「いざ」というとき「何が」
できるか？』（ぎょうせい、2009年）２～５頁参照。
(42) 白藤博行「リスク社会下の警察行政」『ジュリスト』No. 1356（2008）82頁参
照。
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れているのである。新たに発生するリスクに対応するための安全技術が作
り出されているが、この安全技術こそが次のリスクを生み出し、その連鎖
は限りなく続き、やむことはない。
このように時代の要請や安全という観点からは、この配慮原則は、環境
法、技術関連法、食品法、薬事法のみならず、リスク分野法（安全法）一
般的法原則として扱わなければならないと思われる。
しかし、このような配慮も無限に認めるわけではなく、配慮の概念を強
調することによって、その結果行政的裁量が増大することへの調整が必要
になってくる。そのような弊害を防ぐために、この配慮原則を用いる場
合、責任の明確（責任分担の明確）や比例
(43)
原則を徹底的に維持しながらの
実施が最も求められるのである。
(3) 時代性原理
現在においては、危険発生の蓋然性が顕在化する前に総合的・包括的に
対策をとることが求められる。いわゆる、リスクの特有性に即応した制度
の構築が求められているのである。新たに発生するリスクに対応するため
の安全技術が作り出されているが、この安全技術こそが次のリスクを生み
出し、その連鎖は限りなく続き、やむことはない。ベックは、現代国家の
任務は、この際限のないリスクへの対応にこそあるとして、現代社会をリ
スク国家とも位置づける（原著は、Ulrich Beck, Risikogesellschaft: Auf
(43) 比例原則とは、達成されるべき行政目的とそのためにとられる手段（措置）と
の間に合理的な比例関係が存在することを要請する原則である。すなわち、国民の
権利または自由を制約するときに、その規制目的を権利・自由の制約の必要性の程
度が見合うように公権力の行使がなされなければならない、という原則（憲法13
条・比例原則）である。言い換えれば、国民の権利または自由を制約する際には、
必要かつ最小限の手段が用いられなければならない、ということである。また、必
要性の原則、過剰禁止の原則ともいう。一般論としての比例原則については、高橋
滋「実体公法の復権論によせて」高柳信一先生古稀記念論集『行政法学の現状分
析』（勁草書房、1991年）55頁参照。また、西原博史「リスク社会・予防原則・比
例原則」『ジュリスト』No.1356（2008年）79～81頁参照。
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dem Wegin eine andere Moderne,Suhrkamp Verlag,
(44)
1986.）。
従来「危険」として意味を付与されていたものを自らの決定にかかわる
「リスク」と捉えるような現代社会は、従来のような意味でとらえると、
対応しきれない問題が生ずることになってしまう。このような意味で現代
社会は「危険からリスクへ」という流れの中に
(45)
ある。
例えば、生命と身体の危険にかかわる領域には、食品製品（販売）、医
薬品の安全性の欠陥、原子力発電所（原子力行政）など、様々なものがあ
る。このような領域において、行政が危険（或いはリスク）を防止（管理）
できる立場にある場合には、法律の根拠が不明確であるとしても、一定の
何らかの措置を取るべきであるし、また、このような場合に、できる限り
行政による危険防止（リスク介入）活動を可能ならしめるように解釈しな
ければならないケースがあると主張される場合がある。
行政の最優先の責務（行政の存在意義）は市民（国民）の生命・身体の安
全を守ることにあるとの認識に立
(46)
てば、市民の生命や身体の安全が危険に
さらされている場合には、それを防止するために行政のなすべき権力的行
為は最大限に広く設定する必要がある。
要するに、規制の方法は歴史的に発展してきている。どのような方法を
採用するかは規制内容の性質に応じて適切な方法が定められなければなら
ない。このような認識の前提には、「決定者としての国家・政府」対「被
影響者としての市民」という伝統的な図式に代わって、市民が専門家とと
もにリスクを語り、予見し、リスクへの社会的対処能力を組織的に高めよ
うとする時代の到来があると考
(47)
える。
(44) Ulrich Beck（ウルリヒ・ベック）『危険社会 新しい近代への道』東廉╱伊藤
美登里訳（法政大学出版会、1994年）参照。
(45) 長谷川公一「リスク社会という時代認識」『思想』７月号（No.963、2004年）
13頁参照。
(46) 中山竜一「リスク社会における法と自己決定」田中成明『現代法の展望』（有
斐閣、2004年）255～261頁参照。リスク社会における法認識の変化について説く。
(47) リスク社会の法認識については、長谷川公一「リスク社会という時代認識」前
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(4) 説明責任（説明原理）原則
説明とは、原則として、相手方に対して、委託等された（準）法律行為
や事実行為に関する情報を与えることで
(48)
ある。
説明責任の問題は、様々な領域に及んでいる。例えば、経営者の株主に
対する財務状況、経営戦略の展開、見直しとその成果などについての説明
責任判断や行為に関して、そのシステムの利害関係者がもつ質問に対して
納得するよう説明する場合に生じることもあれば、公法学においては、政
府・行政などの国民に対する政策成否の説明責任、立法担当者、行政担当
者、システム開発者、一般市民などの利害関係者が関与する場合に生じる
こともある。
説明は単なる「話すこと・語ること」と異なるのは、そこに、説明を受
ける「相手」が常に存在していることである。すなわち説明が「物事の意
味を説き分からせる」、「専門的知識を教え道を示す」、「情況を伝え参考に
供する」といった意味を有
(49)
する。
説明する者による断片的（一方的）な意味の付与、知識の提示、状況の
報告にとどまらず、説明の受け手から説明することを求められ、法的義務
まで至る場合が
(50)
ある。今日社会は、説明する側の自由な意思に委ねられ
ず、より積極的に説明することが求められるのである。例えば、国の行政
機関が保有する情報の公開（開示）請求手続を定める「行政機関の保有す
る情報の公開に関する法律」、また、行政機関に準じる組織である独立行
政法人などの情報開示については、「独立行政法人等の保有する情報の公
開に関する法律」、行政と国民の関係を透明化し、事前に違法行政防止の
道を開き、行政指導の任意性の原則を明らかにする「行政手続法」、更に、
掲注（45）14頁参照。
(48) 長野県弁護士会編『説明責任―その理論と実務―』（ぎょうせい、2005年）２
頁参照。
(49) 長野県弁護士会編『説明責任―その理論と実務―』前掲注（48）１頁参照。
(50) 長野県弁護士会編『説明責任―その理論と実務―』前掲注（48）１頁参照。
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行政機関が行う政策の評価に関する法律（政策評価法）、民間の情報も規制
する「個人情報の保護に関す
(51)
る法」がある。
政策評価法における説明責任について検討する。
まず、この法律は、「行政機関が行う政策の評価に関する基本的事項等
を定めることにより、政策の評価の客観的かつ厳格な実施を推進しその結
果の政策への適切な反映を図るとともに、政策の評価に関する情報を公表
し、もって効果的かつ効率的な行政の推進に資するとともに、政府の有す
るその諸活動について国民に説明する責務が全うされるようにすること」
を目的としている（同法第１条）。
また、同法でいう政策とは、「行政機関が、その任務又は所掌事務の範
囲内において、一定の行政目的を実現するために企画及び立案をする行政
上の一連の行為についての方針、方策その他これらに類するものをいう」
（同法第２条）。
ある事業について、適時に、その政策効果（当該政策に基づき実施し、又
は実施しようとしている行政上の一連の行為が国民生活及び社会経済に及ぼし、
又は及ぼすことが見込まれる影響をいう。）を把握し、これを基礎として、必
要性、効率性又は有効性の観点その他当該政策の特性に応じて必要な観点
から、自ら評価するとともに、その評価の結果を当該政策に適切に反映さ
せなければならないとされている（同法第３条第１項）。
ある事業に対する政策評価は、その客観的かつ厳格な実施の確保を図る
ため、次に掲げるところにより、行われなければならないとされている
（同法第３条第２項）。
１）政策効果は、政策の特性に応じた合理的な手法を用い、できる限り定
(51) 林純一郎＝鈴木正朝「情報漏洩リスクと責任―個人情報の例として―」日本法
社会学会編『リスクと法』（有斐閣、2008年）156頁参照。法的責任については、同
論文1561～58頁参照。特に、リスク関連の場合、この個人情報保護の混乱について
は、個人の情報か法人の情報かの情報の帰属性を論じることができず、財産法制の
延長や応用として構成することも、人格権として構成することもできないところに
原因があるとする。
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量的に把握すること。
２）政策の特性に応じて学識経験を有する者の知見の活用を図ること。
更に、政策評価を実施する目的としては、行政に対する国民の信頼を向
上させるため、①国民に対する行政の説明責任（アカウンタビリティ）の
(52)
徹底、②国民本位で効率的な質の高い行政の
(53)
実現、③国民的視点に立った
成果重視の行政への転換を図るためで
(54)
ある。
このように、説明責任は、リスク社会における法原則として必然的な要
素であると思われる。今日行政の最優先の責務（行政の存在意義）は市民
（国民）の生命・身体の安全を守ることにあるとの認識に立てば、市民の
生命や身体の安全が危険にさらされている場合には、「主権者である国民
に対して、自らがどのように行政を行っているかを説明する責務があるこ
とにより、説明責務が全うさ
(55)
れる」ようにするのが最も重要であると思う
からである。
そして、この説明責任をリスク法分野の原則として定着させていくため
には、「情報提供手法」を義務付けることが前提となると考える。従来こ
の手法は、行政機関の負う科学的根拠の証明負担をも緩和する手段として
使われたが、環境リスクの情報がたとえ不確かなものであっても、そのこ
と自体を一つの情報として提供し、規制としての機能をもたせ、規制の遅
延や断念から生じる問題に対応することが可能に
(56)
なる。
(52) 宇賀克也『政策評価の法制度―政策評価法・条例の解説』（有斐閣、2002年）
参照。
(53) 阿部泰隆『行政法解釈学Ⅰ』前掲注（13）59頁参照。この効率的な質という意
味は、行政活動を行政が関与する必然性がある分野に重点化・適正化、行政活動の
質の向上を図るためである。
(54) どのような成果がもたらされたかを重視し、国民にとって満足度の高い行政を
遂行することを意味する。阿部泰隆『行政法解釈学Ⅰ』前掲注（13）59頁参照。ま
たは、宇賀克也『政策評価の法制度―政策評価法・条例の解説』前掲注（52）参
照。
(55) 宇賀克也『行政法概論Ⅰ〔第３版〕』前掲注（12）175頁参照。
(56) 黒川哲志『環境行政の法理と手法』（成文堂、2004年）85頁参照。
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(5) 適正手続の原理
不確実な条件下においても、科学技術的に考えうる範囲内で原因を想定
し何らかの法的コントロールを及ぼすかどうかの意思決定をしなければな
らないという状態（いわゆるリスク規制の発動が検討されるべき事態）のも
とで、今後あるべきリスク（環境・食品）に対する規制手法について考察
する。この点、近年になって行政法分野において注目されている行政（意
思）決定過程の手続化への変遷にも注目したい。
また、規制事項の手続的公正、参加権、公開であるか否かを考慮するこ
とは、リスク社会においてなお求められる基本的な要素である。参加とい
う要素は、リスク管理においては、重要な役割を果たしていると思われ
る。
更に、近時注目されている、リスクコミュニケーションは、「リスクを
避けるために、あるリスク情報が求められるのではなく、リスクがある前
提の上で、それにつき知らされなければならないと考える人が増えてきて
いる実情、さらには個人では回避することのできないリスク問題について
の社会的合意を得る過程も重視されるようになった経緯から、リスク削減
に重要な意思過程で
(57)
ある」といえる。
更に、行政法学レベルでは既に事前手続の充実という観点から、例え
ば、原子力行政では、原子力政策が包括的・総合的に評価されるべきであ
る、との提言が多くの学者によってなされていたことに注意しなければな
らない。
(57) 黒川哲志「環境規制におけるリスクコミュニケーション」阿部泰隆＝水野武夫
編『環境法の生成と未来－山村恒年先生古稀記念論文集』（信山社、1999年）参照。
また、拙稿「リスク（安全）行政における政策管理手法についての一考察―自主規
制および経済的規制手法の分析を中心に―」『早稲田法学』第79巻第４号（2004年）
217～218参照。
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(6) 実質的法治主義の原理
リスク社会における「法律」のあり方に関して、以前の形式的法治主義
では、法律の内容の正当性は要求されないと認識されたことに対して、既
述のように、法律の内容の正当性を要求する実質的法治主義は、国民（市
民）の権利や自由を擁護するために行政による積極的な介入を求めること
に
(58)
なる。常に、行政機関は、立法機関が作った法律を適切に執行し、司法
はその逸脱を監視すべきである。これを実質的法治主義と
(59)
いう。
例えば、国民（市民）に対する被害の深刻さを考慮した上で、警察的規
制では対象とならないリスクの領域に、あえて行政的規制を行うことが要
請される場合、それによって身体・生命に対する「安全性」確保が要求さ
れると解さ
(60)
れる。
前述のような、リスク社会における実質的法治主義に基づく立法の内容
は、行政の最優先の責務（行政の存在意義）は市民（国民）の生命・身体の
安全を守ることであるとの認識に立てば、市民の生命や身体の安全が危険
にさらされている場合、それを防止するために行政のなすべき権力的行為
は最大限広く設定されるべきことに
(61)
なる。ここでは、法律留保論の観点か
ら簡単に検討する。
法律留保論との関係では、「侵害留保の原則」を基本に、問題となる領
域については本質留保説が説得力を有すると考えている。何が本質である
についての判断基準は、時代の展開の中で変化してゆく。リスク社会の時
代においては、侵害的行政活動の統制という単純な考え方ではなく、行政
が行政指導に逃避することを許さず、行政責任をともなうリスク規制のた
(58) 拙稿「行政法学における『リスク介入』と『法律留保論』に関する一考察」前
掲注（２）176頁参照。
(59) 阿部泰隆『行政法解釈学Ⅰ』前掲注（13）92～93頁参照。
(60) 拙稿「行政法学における『リスク介入』と『法律留保論』に関する一考察」前
掲注（２）186頁参照。
(61) 拙稿「行政法学における『リスク介入』と『法律留保論』に関する一考察」前
掲注（２）187～188頁参照。
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めの侵害的行政介入を行政に義務付ける必要があると考え、そのリスク規
制を本質的なものとして理解してゆく必要が
(62)
ある。
こうしたことから、「法律の留保」の考えは、単純に、行政活動を行う
際に、抑制措置としてではなく、如何なる場合に、如何なる介入をすべで
あるか、すなわち、「効果的な統制」を市民の立場から常に検討されなけ
ればなら
(63)
ない。
第四章 リスク社会の立法形式論
?立法は、何らかの政策的な目的を実現するために行われるものである
から、何よりもまず、その目的を達成するに必要にして十分な内容を有し
ている必要がある」。また、「立法は、その内容を文章によって表現してい
るのであるが、文章は時として多義的であり、誤解を生むことのないもの
でなければなら
(64)
ない」。
本章では、リスク社会といわれている今日の時代に見合った規制の要請
に「リスク規制」という新しい概念を用いる場面を想定しながら、社会シ
ステムの管理手段を考慮しつつ、法学レベルでの体系化を踏まえたうえ、
いかなる局面においてリスク規制が必要であるかを前提に憲法上の生存権
を実現できる「リスク規制」の立法論（手法・方法・形式）を考察するに
あたり、猶予法形式、限時法（時限立法）形式、実験法形式、措置法形式
に分けて、その必要性や立法形式の性質について分析を行う。以下、順に
検討する。
(62) 拙稿「行政法学における『リスク介入』と『法律留保論』に関する一考察」前
掲注（２）188参照。
(63) 拙稿「行政法学における『リスク介入』と『法律留保論』に関する一考察」前
掲注（２）188参照。
(64) 大森政輔＝鎌田薫編『立法学講義』前掲注（１）３～４頁参照。
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(1) 猶予法形式
猶予法とは、立法者が立法事案に関して、不確実な事実状態において時
間的経過を通じて、法律を確定していくこと、また、広範な法適用が容易
ではない場合に、ある条件のもとで実質的に運用する立法形式のことをい
う。
例えば、既に廃止された（旧）執行猶予者保護観察法（昭和29年４月１
日法律第58号）、就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定規則（昭和41
年７月１日号外文部省令第36号）があり、近年では、中小企業の健全化を図
るための「中小企業元本返済猶予法」、また、災害被害者に対する租税の
減免、徴収猶予等に関する法律（昭和22年12月13日法律第175号）、災害被害
者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律の施行に関する政令（昭
和22年12月13日政令第268号）などの例がある。土壌汚染対策法では、使用
が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場または事業場の敷地であっ
た土地の調査の場合、土壌汚染状況調査が免除される例がある。土壌汚染
対策法第３条は、「使用が廃止された有害物質使用特定施設（水質汚濁防止
法 （昭和45年法律第138号）第２条第２項 に規定する特定施設（次項において
単に「特定施設」という。）であって、同条第２項第１号に規定する物質（特定
有害物質であるものに限る。）をその施設において製造し、使用し、又は処理す
るものをいう。以下同じ。）に係る工場又は事業場の敷地であった土地の所
有者、管理者又は占有者（以下「所有者等」という。）であって、当該有害
物質使用特定施設を設置していたもの又は次項の規定により都道府県知事
から通知を受けたものは、環境省令で定めるところにより、当該土地の土
壌の特定有害物質による汚染の状況について、環境大臣が指定する者に環
境省令で定める方法により調査させて、その結果を都道府県知事に報告し
なければならない」との規定をしている。その但し書きでは、「ただし、
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な
・
い
・
（傍点、筆者）」と規定している場合である。土壌調査猶予の要件は、
以下である。
１）引き続き工場・事業場の敷地として利用される場合
工場・事業場は、使用が廃止された有害物質使用特定施設を設置してい
た工場・事業場と同じものか、又は、関係者以外の者が敷地に立ち入るこ
とができないものに限ら
(65)
れる。
２）小規模な工場・事業場において、事業用の建築物と工場・事業場の
設置者の居住用の建築物とが同一か又は接近して設置されており、かつ、
当該居住用の建築物に当該設置者が居住し続ける場合である。
ところで、近年、韓国知識経済部（日本の経済産業省）の所属機関であ
る技術標準院は2009年６月下旬、パソコンや携帯電話などの電子機器にと
って重要な部品であるリチウムイオン（２次）電池を「品質経営及び工産
品安全管理法」に基づき、2009年７月１日から自主安全確認制度の対象と
して規制することを決
(66)
めた。
それに伴い、技術標準院（生活製品安全課担当）は、リチウムイオン電
池を使用する製品に表示する事項を変更する際、企業にはこの制度に対し
て準備する期間が必要であり、国内及び国外の産業界からの意見も考慮し
て、2
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点、筆者）、自主安全確認の認証表示をしていない製品に対して、この期
間中は行政的な処分を猶予することを明らかにした。その代わり、関連す
る企業が迅速にこの制度の認証表示をするように誘導する一方、消費者を
(65) 使用が廃止された有害物質使用特定施設を設置していた工場・事業場と同じで
あれば、「関係者以外の者が敷地に立ち入ることができる」としても確認の要件に
該当する。例えば、一般の者も立ち入ることができる大学の敷地について、有害物
質使用特定施設である研究施設が廃止された後に、引き続き同じ大学の敷地として
用いられる場合が該当する。
(66) 韓国技術標準院（Korean Agency for Technology and Standards）は、2009
年６月23日付で「リチウムイオン２次電池2009年７月より安全基準強化」という告
示を公表した、韓国技術標準院（http://www.kats.go.kr）のホームページ参照。
早法85巻３号（2010）1190
保護するために、発火や爆発などの事故の予防に注力するよう呼びかけて
(67)
いる。
このような立法形式は、本稿で検討するリスク社会における法規範定立
の際に用いられる法定立手法となろう。
しかし、この立法手法は、消費者の安全という観点からは、情報公開の
確保が前提条件であると思われる。情報提供との関連で韓国技術標準院
（生活製品安全課担当）は、次のような説明をする。すなわち、「上記の猶
予期間の設定や「リチウムイオン電池が安全規制の対象になることにより
事故が減ることになると見込んでおり、現在市場で流通されている製品に
表示されている一般的な事項以外に、安全ラベル、製造者の名前、輸入者
の名前、製造した年月及び製品の保証期間などがさらに表示されることに
なるので、消費者はより正確で多くの情報を提供さ
(68)
れる」ことになる。
したがって、猶予法は、不確実な事実状態において時間的経過を通じ
て、法律を確定していくこともできれば、広範な法適用が容易ではない場
合に、ある条件のもとで実質的に運用する立法形式であると思われる。
(67) 韓国技術標準院・前掲注（66）ホームページ参照。韓国技術標準院は、同日の
発表を通じて、リチウムイオン電池を安全規制の対象にするために、今まで国内及
び国外の製造業界と数回の会議を通して安全基準を遵守させるべく協議し、リチウ
ムイオン電池の安全基準を国際水準より高く設定することにより、消費者の安全を
図ろうとしたことを明らかにした。ちなみに、発表されたリチウムイオン電池の安
全基準の一部は以下の通りである。
①高温放置試験の場合、90℃（国際基準：70℃）で発火及び爆発が発生してはなら
ない。
②高温短絡試験の場合、端子を高温で短絡させる場合の表面温度が150℃未満（国
際基準：制限なし）になるようにすると共に、発火及び爆発を発生させてはならな
い。
③熱露出及びクラッシュ試験の場合、45℃（国際基準：20℃）の充電条件の下、発
火及び爆発が発生してはならない。
(68) 前掲注（66）ホームページ参照。技術標準院・生活製品安全課の2009年６月23
日付で「リチウムイオン２次電池2009年７月より安全基準強化」を参照されたい。
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(2) 限時法（時限立法）形式
限時法とは、法令の有効期間を定めない恒久法に対し、有効期間を定め
て立法された法令をいう。臨時立法、時限立法、時限法ともいう。この限
時法の有効期間は、政策または対策の期間によって決まるが、有効期間内
に終了しなければ有効期間が延長されることもある。
例えば、法令は廃止されるまで効力があるが、場合によって、法令自体
が、「この法律は、昭和49年３月31日までその効力を有する」とか、「この
法律は、昭和49年４月１日にその効力を失う」とか、「この法律の有効期
間は、この法律施行の日から５年とする」とかいう形で、自らの有効期間
を定めていることがある。この場合にいうまでもなく、その期間が到来す
れば失効
(69)
する。
限時法は、一時的・臨時的な政策または対策について制定されることが
多いが、一時的・臨時的な法令であっても有効期間の定めがない場合は臨
時法としての役割が多い。「平成13年９月10日のアメリカ合衆国において
発生したテロリストによる攻撃等に対応して行われる国際連合憲章の目的
達成のための諸外国の活動に対して我が国が実施する措置及び関連する国
際連合決議等に基づく人道的措置に関する特別措置法」などが典型的な例
である。この法律は、限時法であることも特徴の一つであるといえる。最
近の法律では、司法制度改革審議会設置法や地方分権推進法等がある。
リスク社会における立法形式として、限時法が活用さ
(70)
れるのでないかと
(69) 田中英夫『実定法学入門（第三版）』（東京大学出版会、2002年）76～77頁参
照。
(70) 限時法の重要性や問題点については、鈴木達也「限時法」法制執行コラム『立
法と調査』NO. 227・2002年１月号参照。その内容は、「限時法が重要な意味を持
つのは、「限時法の理論」の場合だと言われます。「限時法の理論」というのは、限
時法は有効期間が決まっているので、限時法に罰則がある場合、その罰則も時限法
の失効とともに効力を失います。すると、当該法律が失効する間際の行為は、実際
上その罰則の有効期間中に処罰することができないため、結果的に罰則が少し早め
に失効したのと同じことになってしまい問題だということで、失効前にした行為に
ついて、特別の規定がなくとも失効後にも処罰できるとする考えで、判例で認めら
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思われる。その理由は、立法者が時代の要請に相応する法規定を整備して
も、その実効性を保持できないケースが生じるからである。今日の複雑な
社会的問題との関連から考えても、法規範はその役割を永続的には果たし
えない領域も存在するからである。不確実性が高い場合は、一旦、短い期
間で運用すべきと思われる。
しかし、問
(71)
題点として、無限に臨時的な対応では、法律の実効性が担保
できなくなり、法治国家の原理に矛盾する結果になってしまうおそれがあ
ることをあげなければならない。
次は、一般的には馴染みのない表現であるが、リスク社会における立法
形式として、実験法形式について目を転ずる。
(3) 実験法形式
立法の際に、実験法の形式を用いる際、期間的な施行を規定することも
可能であるが、それは必須的な要素ではない。実験法の定義も確立されて
いるわけではないが、以下のようにいうことができよう。
実験法とは、立法者が既に存在する法律や立法を予定する項目につき、
今後起きうる危険・リスクに対して、将来に向けてその法的効果を可能な
限り、事前に審査することをいう。
例えば、今後環境・薬事・食品関連法令で求められると思われるが、実
れています。もっとも、これは限時法の中でその旨の規定を置いておけば解決する
問題であり、現在の限時法にはそのような規定が置かれていることが多いようで
す」と言及する。
(71) その他の問題点として、鈴木達也「限時法」法制執行コラム『立法と調査』前
掲注（70）参照。例えば、「電気通信基盤充実臨時措置法（平成３年法律第27号）
は、附則第2条で「この法律は、平成18年５月31日までに廃止するものとする」と
規定していますが、これは平成18年５月31日になったら当然に廃止になるという意
味ではなく、それまでにこの法律を廃止する立法をすべきであるという立法者の意
思の表明にすぎないものと考えられています。ですから、平成18年５月31日までに
何らの立法措置が取られない場合には、この法律はそのまま存続するというわけで
す」と指摘する。
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定法では、「瀬戸内海環境保全特別措置法」、「水俣病の認定業務の促進に
関する臨時措置法」、「自然環境保全法」などがすでにある。
ここでは「瀬戸内海環境保全特別措置法」を取り上げる。同法の目的規
定は、「瀬戸内海の環境の保全上有効な施策の実施を推進するための瀬戸
内海の環境の保全に関する計画の策定等に関し必要な事項を定めるととも
に、特定施設の設置の規制、富栄養化による被害の発生の防止、自然海浜
の保全等に関し特別の措置を講ずることにより、瀬戸内海の環境の保全を
図ることを目的とする」（同法第１条）とする。そして、特に、同法改正附
則（平成17年４月27日法律第33号）では、「改正後のそれぞれの法律の規定
に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その
制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経
過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることがで
(72)
きる」とされ、
運用状況によって規制を強化若しくは緩和できるよう柔軟性が付与されて
いる。
また、実験法形式を用いる際、以下の前提が置かれなければならない。
１）抽象的な法律は、将来の法効果にかかわる不確実性の故に、条件的
もしくは期限的な効力を活用することになる。安定的な法律効果の評価を
待つより、寧ろ改善される（されうる）ことを前提に運用することであ
る。
２）多様な利害関係や価値観の対立が予想される分野における学習の姿
勢や学習能力が問われることから、それを準備できる仕組みや実験立法を
通じて結果として市民の利益にならなければならないことを前提に実施さ
れるべきであると考える。
なぜこのような前提が必要となるかというと、実験立法の核心は、抽象
的な法律は事柄の複雑さや不確実性を有する状況の下、事前的な法律評価
(72) 同法の関連規定であるが、特定施設の設置の許可（同法第５条）、特定施設の
構造等の変更（同法第８条）、違反に対する措置命令（同法第11条）に関する規定
がある。
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ができないからである。また、将来の不確実的な法律的効果を配慮し、実
験的に法律の公布を通じて事前に審査できるメリットがあるからである。
したがって、この類の立法形式は、リスク社会における立法手法として重
要視されるのである。
しかし、実験法形式は、時間的な考慮のみを念頭におく場合は、「法令
の有効期間を定めない恒久法に対し、有効期間を定めて立法された法令」
の意味を持つ「限時法」との区別ができなくなるので、将来に向けてその
法的効果を可能な限り、事前に審査する実験法の機能を活かすことが、運
用手法として重要であると思われる。
(4) 措置法形式
措置法の概念をめぐる学術的に統一した見解は存在していない状況であ
るが、一般的に、措置法とは、法の適用対象が一
(73)
般的であるか、抽
(74)
象的で
あるべき法律において、相当程度（相当期間）に具体的な処分性を有する
規範として定められるものをいう。この措置法を、処分的法律とも呼ぶ。
措置法とは、国家が最小限一つの目標および目的達成のために、一つま
たは多数の措置的な内容を持って制定される法律のことである。
例えば、「成田新法」（成田国際空港の安全確保に関する緊急措置法・昭和
53年５月13日法律第42号）は、成田国際空港の機能や施設、航空の安全確
保に関する法律である。この法律は、成田空港管制塔占拠事件が発生後、
同様のゲリラ活動を封じるために、「新東京国際空港の安全確保に関する
緊急処置法」として成立し、平成16年３月19日政令50号「新東京国際空港
の安全確保に関する緊急措置法施行令」により「成田国際空港の安全確保
に関する緊急措置法」が制定されるに至った。
この措置法は、公共施設の安全を確保する目的で、工作物の使用の禁
止、損失の補償の具体的な内容、物件の一時保管、当時国土交通大臣の権
(73) 法の適用を受ける者が不特定多数人であることを指す。
(74) 法律が適用される事件が不特定多数であることを指す。
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限の行使に関する規定をもち、更には、行政手続法の適用除外を認め、緊
急事態に対応する法律として制定されたのである。
近年の立法の例を取り上げると、消費者安全法（平成21年６月５日法律
第50号）の附則の２項では、「政府は、この法律の施行後３年以内に、消
費者被害の発生又は拡大の状況その他経済社会情勢等を勘案し、消費者の
財産に対する重大な被害を含め重大事故等の範囲について検討を加え、必
要な措置を講ずるものとする。」と定められている。
また、同法附則の３項では、「政府は、この法律の施行後５年を経過し
た場合において、前項に定める事項のほか、この法律の施行の状況につい
て検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措
置を講ずるものとする。」と定められている。その他、消費者庁及び消費
者委員会設置法、水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別
措置法、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法施行規則
などがある。
次に、リスク社会における措置法の前提条件について検討する。リスク
管理という観点に立ち、措置法を立法形式として用いる場合に、①立法者
は、国家の戦略的・政治的な立場から政府・行政が行う目的を具体的かつ
明確に定めなければならない。②措置法における法律の目的や効果は、実
効性の観点から財源の確保が必然的に伴うので、その実行予算を明確にし
なければならない。この措置法は、個人の自由と財産を侵害してはならな
いとの原則に基づき実施されるべきである。
その他、従来から措置法に対する問題点として、三権分立の侵犯・平等
原則違反が指摘されている。
まず、三権分立を厳密に解釈すれば、立法府は一般的抽象的な規範であ
る法律を制定し、これを行政府が個別具体的に適用するという構図が成立
する。そこで、立法府が相当程度に具体的な処分性を有する規範を制定す
ることが、権力分立に違反しないかが問題となる。
また、法律の適用対象や適用時期を区切ることで、いわゆる「狙い撃
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ち」が可能となるため、日本国憲法第14条に定められている平等原則に違
反するか問題と
(75)
なる。
第五章 結びに（今後の展望を踏まえて）
本稿は、リスク社会といわれている今日の時代に見合った規制の
(76)
要請に
「リスク規制」という新しい概念を用いる場面を指摘しながら、社会シス
テムの管理手段を考慮しつつ、法学レベルでの体系化は、如何なる局面に
おいて必要であるかを考え、憲法上の生存権（実質的法治主義）を実現で
きる「リスク規制」の立法論（手法・方法・形式）を分析した。
また、近年注目されている持続可能な社会を如何に実現するかと同時
に、環境保護・食品安全を如何に確保するかを念頭に置いて絶対安全では
なく、リスクをしつつ、市民の立場から、「リスク時代」に生きるための
社会システム、法的手段（リスク規制のあり方）の具体的な立法手法につ
いて分析した。
リスク社会における法定立過程や形式においても、国民の利益は常に一
致しているわけではないから、法律案をめぐっても、それが重要なもので
あればあるほど、鋭い利害の対立が存在しうる。そのため、法律を成立さ
せるには、反対者を説得して、その賛成を得なければならない。場合によ
っては政策目的の実現を妨げない範囲内において政治的な妥当を
(77)
図ること
(75) 従来のこのような議論に対して、立法府が相当程度に具体的な処分性を有する
規範を制定したとしても、それによって権力分立の核心が侵され、立法府と行政府
の関係が決定的に破壊されることがない場合においては、当該立法がただちに権力
分立に違反するものではないとするのが一般的な見解である。
(76) 立法技術の側面から、手続面のみならず、実質面を強調する立法（規範）制定
が望ましいと強調する論文として、戸波江二「科学技術規制の憲法問題」『ジュリ
スト』1022号（1993年）82頁参照、最近の論文では、古川俊治「科学技術の研究・
開発に関する規範定立についての一考察―医療技術を例として―」『ジュリスト』
1369号（2008年）45～53頁参照。
(77) 大森政輔＝鎌田薫編『立法学講義』前掲注（１）４頁参照。
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も必要な場合も存在する。
そして、今後実定法レベルにおいて、その立法内容として、例えば、環
境や人体への影響を因果関係に基づいて予測することが困難な危険・リス
クについては、結局は、理念的にはその許容範囲を国民が決定することに
なるが、この決定を実際には、どのような立法・行政手法で決定してゆく
か、そして決定後の行政介入方法をどうするか、更には国民にどの程度の
情報提供（リスク・コミュニケーション）を行うかなどが検討されなければ
ならない。
このように、本稿では、ウルリヒ・ベック（Ulrich Beck）がいうよう
に、知識の増大がかえって不確実性を増大させつつあるという意識のも
と、このリスク社会における立法手法についてその類型化や立法形式につ
いてモデルを提案するような試みを行った。
まず、リスク社会における民主主義の観点や法治主義の観点に分けて説
明をし（第二章）、第三章では、リスク規制の法原理・原則として、合理
性原理、配慮原理、時代性原則、説明責任原則、適正手続の法理、実質的
法治主義の原理から分析をした。更に、憲法上の生存権を実現できる「リ
スク規制」の立法論（形式）について、新たな試みとして、立法形式を、
猶予法形式、限時法（時限立法）形式、実験法形式、措置法形式に分類
し、その必要性や立法形式の性質について分析を行ったのであるが、以
下、残された課題も多々あるように思われる。
例えば、現代国家の任務は、際限のないリスクへの対応にこそあるとし
て、現代社会をリスク国家とも位置づける「リスク社会」という新たな現
実の下で、法をめぐる制度と思考は大きく変質しつつあるなか、多様な分
野を横断する提案ができなかったことである。また、過剰な「予防的」介
入が正当化されるという危険も同時に存在している。リスク規制につい
て、行政裁量の問題は、従来通りの解決でよいのか、更に憲法にかかわる
問題などは、本稿で検討したもの以外に存在しないのか（実質的法治国家、
比例原則など）、また、「予防原則」型アプローチを超え、潜在的な災厄と
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その原因の因果関係が明確でなくとも、一定の不可逆的な潜在的リスクに
対し何らかの施策の実施を要求が求められるなか、いかなる手法で解決す
べきか、などについては、今後詰めていかなければならない課題であると
痛感する。残された課題については、今後検討していきたい。
この拙稿を 恩師 佐藤英善先生 に捧げる
韓国からの留学生であった小生に対して、13年間常に教えて頂いた言葉
でありますが、「何をやるにも誰に対しても“心”」を今後、研究・教育の
場で先生の名誉に恥のないよう、実践していきたいと思う次第でありま
す。また、先生の献身的な指導によって博士号を修得することもでき、今
や大学人（教員・研究者）として活躍できるようになっています。どうも
有難うございます。何より先生の御健康をお祈り申し上げます。
【付記】本稿の一部は2009年度（平成21年）立正大学石橋湛山記念基金研究
助成費によるものである。主に、第３章、第４章はその研究成果である。研
究課題［リスク社会における立法論と課題―環境・食品分野のリスク規制を
素材に―］
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